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文化財保護行政の在り方に関する平成２５年度の議論の概要 

（平成 25 年 12 月 13 日文化審議会文化財分科会企画調査会 

「今後の文化財保護行政の在り方について（報告）」抜粋） 

 

 

（文化財保護行政上の要請） 

 まず、企画調査会においては、今後の文化財保護行政の在り方について検討す

る前提として、「いつの時代も変わらず、文化財保護行政を行っていくに当たっ

て求められるものは何なのか」という観点から審議を行った。 

その結果、文化財保護行政については、たとえ、今般の教育委員会制度の改革

に伴ってどのような機関が文化財保護に関する事務を管理し、及び執行するこ

ととなるとしても、下記の４つの要請を十分に勘案し、これらをどのように担保

するかという観点から制度設計を行うべきであると考える。 

 

１．専門的・技術的判断の確保 

文化財は貴重な国民的財産であり、一旦滅失・毀損等すれば原状回復が困難

な性格のものであることから、その取扱いに当たっては価値を損なうことのな

いよう、慎重な判断が求められる。また、文化財の保存・活用に際しては、所

有者等の権利を一定程度制限することとなる場合もあることから、所有権その

他の財産権の尊重や、国土の開発その他の公益との調整なども求められる。 

このように、文化財の指定等やその解除、現状変更等の許可、管理又は修理

に関する勧告、調査、公開など各種の文化財保護に関する事務については、学

術的・歴史的な価値評価に基づく専門的・技術的な判断に則って行われる必要

がある。 

 

２．政治的中立性、継続性・安定性の確保 

文化財は我が国の歴史や宗教と密接に関連するものであり、文化財保護行政

は特定の文化財に対する価値付け（指定等やその解除など）を不可避的に伴う

ものであることから、時々の政治的圧力や特定の宗派の介入等によって保護の

方針が曲げられ、偏った指定等やその解除などにより真に保存・活用の必要な

文化財の保護が後退することのないよう、政治的中立性の確保が強く求められ

る。 

また、文化財の保存・活用に当たっては、例えば史跡の場合、事前の調査や

報告書作成、指定等に向けた準備、公有化、整備等を要するものであり、また、

一旦指定等して終わりということではなく、その滅失・毀損等を防ぐためには、

継続的に保存整備の状況を確認しつつ、適切な管理や定期的な修理等が必要で

ある。 
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このように、文化財保護行政は長期的な視点に立ち、専門的・技術的判断に

則った一定の保護方針の下に一貫して運用される必要があり、継続性・安定性

の確保が特に求められる。 

 

３．開発行為との均衡 

例えば、埋蔵文化財の分野においては、文化財保護法上、地方公共団体の機

関が行う周知の埋蔵文化財包蔵地の発掘に際して、教育委員会による協議を求

めるべき旨の通知、それに基づく教育委員会への協議など、各種の調整規定が

設けられており、特に重要なものについては、実際に開発行為を中止、あるい

は開発計画を見直して当該文化財の保護を図った事例も見受けられる。 

このように、文化財保護行政については、その専門的・技術的判断が実際の

運用においても担保されるよう、首長部局や開発事業者などが行う開発行為と

文化財保護との均衡を図る必要がある。 

なお、特に文化財の活用の場面においては、まちづくり行政や観光行政の担

当部局などとの連携も重要であり、単純な二項対立の関係としてのみ捉えるこ

とのないように留意すべきである。 

 

４．学校教育や社会教育との連携 

現在、教育基本法における教育の目標として、「伝統と文化を尊重し、それら

をはぐくんできた我が国と郷土を愛する」ことが挙げられており、学校教育を

はじめとする教育において、伝統と文化を尊重する態度の重要性が謳われてい

る（教育基本法第２条第５号）。 

また、「教育振興基本計画」（平成２５年６月１４日閣議決定）においても、

「我が国や郷土の伝統・文化を受け止め、それを継承・発展させるための教育

を推進する」と記されているように、伝統と文化についての理解を深め、後世

に引き継いでいくことは、我が国の未来の主権者たる子供たちの育成にとって

不可欠である。 

一方で、文化財を子供たちにとってより身近なものとして感じてもらうため

には、地域の文化財を総合学習や体験教室等において活用するなど、学校教育

をはじめとする教育との連携が重要である。 

このように、文化財についての正しい理解を深め、尊重する態度を育むため

には、学校教育や社会教育と一体となって、文化財保護に係る普及啓発や人材

育成に取り組んでいく必要がある。 
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（現行制度に対する意見） 

次に、企画調査会では、文化財保護行政に係る現行制度の維持すべき点、ある

いは改善すべき点について、委員から様々な意見が交わされた。 

その結果、文化財保護行政の在り方について述べられた主な意見は下記のと

おりであり、現行制度において教育委員会が文化財保護に関する権限を有する

こととされ、首長に権限を移すことはできないとされていることについては、肯

定的な意見が大多数を占めた。 

・ 文化財保護行政については、首長から独立した上で、基本的に教育委員会で

執行することが望ましい。 

・ 首長と教育委員会の関係が良好な場合は問題ないが、そうでない場合も勘案

し、一定の独立性を保つ制度としておく必要がある。 

・ 文化財保護行政は、教育委員会事務局に在籍する文化財の専門職員や地方文

化財保護審議会などの専門的見地に立脚して実施される必要があり、首長と一

定程度距離のある現行の制度だからこそ上手くいっている側面がある。 

・ 文化財保護行政については、専門的・中立的な観点から物事を判断する教育

委員会で担当する方が良い。 

・ 文化財保護行政を教育委員会が担当することは、中立性・継続性を保つ上で

非常に有効であり、一旦滅失・毀損等すると原状回復が困難な文化財を扱う上

で大変良い制度である。 

・ 教育委員会が一定程度の独立性、政治的中立性、継続性を維持しながら文化

財を保護していく制度は有効だと考える。 

 

また、現行制度の改善すべき点については、委員から下記のような主な意見が

述べられた。文化財保護行政については、単に「現状維持」することを無条件に

是とするのではなく、これらの改善点を真摯に受け止め、時代の要請の変化など

も踏まえながら、今後の在り方を中長期的に検討することが求められる。 

・ 文化財保護に関する事務について、首長部局と教育委員会との情報共有が十

分に出来ていないことが課題である。 

・ 地方公共団体の体制整備や財源確保を進めつつ、地方における文化財保護に

係る権限について見直す必要があるのではないか。 

・ 地方文化財保護審議会について、現在任意設置とされているところを必置と

するなどの権限強化が必要ではないか。 

・ 小規模な自治体において文化財の専門職員を十分に配置できない場合には、

都道府県が支援するなどの仕組みも考える必要がある。 

・ 文化財を対外的に情報発信する際には、個別の文化財類型にとらわれるので

はなく、統一コンセプトの下でストーリー化し、全体としての魅力を伝えてい

くことが重要ではないか。 
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（その他、中長期的観点から検討すべき課題） 

この他、企画調査会においては、現行制度の改善点についても様々な議論が交

わされ、大別して、下記のような課題が今後改善すべき事項として提示された。 

これらの課題については、検討の方向性についてはおおむね意見が一致した

が、具体的な制度改正等の在り方については中長期的な観点からの検討を要す

ることから、今後、随時見直しが進められ、必要な制度改正等につなげることを

期待するものである。 

 

１．他の行政部局との連携強化 

文化財の保存と活用はいわば車の両輪であり、文化財保護行政を推進してい

くに当たっては、単に後世に継承するだけでなく、地域において公開し、鑑賞

あるいは親しんでもらうことが求められている。他方、文化財保護に関する事

務について、首長部局と教育委員会との情報共有が十分に出来ていないことが

課題として指摘されている。 

このような観点から、新たな制度の下にあっても、特に文化財の活用の観点

からは、まちづくり行政や観光行政など、他の行政分野も視野に入れた総合的・

一体的な整備が求められるものであり、これら他の行政部局との連携をより一

層強化していくことが必要である。 

また、このような他の行政部局との連携強化については、単に文化財の活用

に資するというだけではなく、例えば建造物である文化財と他の公共建築物と

の総合的・一体的な整備を進めることなどにより、文化財の保存にも資する側

面があることにも留意すべきである。 

 

２．国・地方における権限の在り方の見直し 

現在、文化財保護法においては、国指定等文化財について、文部科学大臣又

は文化庁長官が指定やその解除、管理又は修理に関する指揮監督、現状変更等

の許可、調査の施行など各種の権限を有することとされており、平成１１年の

いわゆる地方分権一括法の施行に伴い、これら権限の全部又は一部が、都道府

県、指定都市、中核市あるいは市の教育委員会に移譲されているところである。 

これらの権限については、文化財保護に関する専門的・技術的判断の担保や

文化財保護に係る人的体制の整備状況、権限の移譲に伴う具体的な支障などに

も配慮しつつ、地方分権の観点から、今後、可能な限り、文化財の所在する地

方公共団体へと権限を移譲していくことが望まれる。 

 

３．小規模自治体に対する支援 

文化財は、人口規模とはかかわらず地域的に偏在しているという特性があり、

小規模な自治体においては、定数の削減などもあいまって、文化財保護に関す
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る専門的な職員を配置することが困難になっている場合がある。 

今後、少子高齢化等に伴い、小規模自治体が増加していくと予想されること

から、このような場合に、文化財保護に関して広域的な観点から事務を行って

いる都道府県が、その専門的・技術的知見を活かして、小規模な自治体に対し

て必要に応じ支援を行う仕組みが必要である。 

 

４．専門的な人材を継続的に確保するための方策 

文化財保護行政を行っていく上では、それを担当する職員の専門的・技術的

な能力に依る部分も多い一方、近年では世代交代や市町村合併等により専門的

な職員が減少している場合もあり、そのような「知」と「技」の継承を組織と

していかに行っていくかが大きな課題となっている。 

このため、例えば「文化財保護主事」といった形で専門性が担保された職員

を各自治体に配置し、国がそれに対して予算措置を行う、あるいは文化財に関

する事務を担当する職員に対する研修を充実させるなど、文化財に関する専門

的な知識・技術を有する人材を継続的に確保する仕組みづくりが求められる。 

 


